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事務事業番号　30599

事務事業名  道路施設維持管理事業

事業開始年度 ― 担当部署 土木部道路補修課

根拠法令 社会資本整備重点計画法

実施方法
■直営 □委託又は指定管理（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

■その他（一部委託）

目　　　的
（何のために）

交通の安全確保とその円滑化及び生活環境の保全を図り、市民生活の安定と向上に寄与する。

対　　　象
（誰・何を対象に）

道路利用者

事業内容 道路施設等を維持補修することにより、道路利用者に対し、安全で快適な通行を確保すること。

類似事業

事業の必要性
市民の目に直接触れる道路施設等に関するニーズは年々、増えており、その要望件数は年間3000件を下
らず、それらの要望に迅速かつ的確に対応するため、本事業は欠くことができないものである。

コ　　ス　　ト

H22年度決算 H23年度決算 H24年度当初予算

従事職員数 概算人件費 従事職員数 概算人件費 従事職員数 概算人件費

19.1

3.00

人件費計(A) 165,583 160,351 141,556

直接経費(B) 387,827 377,027 356,341

総事業費(A+B) 553,410 537,378 497,897

財源内訳

H22年度決算 H23年度決算 H24年度当初予算

国庫支出金 0 0 0

府支出金 0 0 0

受益者負担
(使用料等)

0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 553,410 537,378 497,897

平成23年度
事業費の主な内訳
(人件費除く)

内　　　　　容 金　　　額

道路施設等点検（地下ポンプ・昇降施設等）及び道路清掃等の委託料 42,634

事務経費及び消耗費等 76,660

道路維持補修原材料及び工事費等 257,733
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単位

① 件

②

③

①

②

③

土木部道路補修課

3,169 3,237 3,000

事務事業番号　30599

事務事業名  道路施設維持管理事業

事業開始年度 ― 担当部署

活動実績

活動指標もしくは成果指標 H22年度 H23年度 H24年度(見込み)

職員がパトロールにより発見した補修箇所
及び利用者・自治会等からの要望を受けた
補修箇所に係る補修件数

成果目標
（目標とする成果）

快適・安全な道路の維持

比較参考値
（他自治体での
事業の例など）

―

単位当たりコスト
（総事業費/活動指

標）

二次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策

現状のまま継続

今後、更なる道路利用者等からの補修依頼に対し、迅速かつ的確な対応のた
め、現委託業務の作業範囲の拡大に努める。直営については、迅速な危険回
避などのセーフティネットの構築や施設の長寿命化に取り組むとともに施設の
維持管理に関する技術や経験の蓄積と継承を図る体制を検討する。
・通報体制としては、現在、通常業務時は随時受付け、時間外及び休日につ
いても、本庁守衛室を経て連絡網を確保しており、緊急時の出動体制を図って
いる。また、ホームページ上で補修要望を呼び掛けており、メール等での問い
合わせにも対応しているものであるが、今後、更なる通報内容の確実な伝達等
も踏まえ、より効率的な通報体制づくりを検討していく。また郵政公社等の活用
についても、既に実施しているが、より一層の協力体制の確保に努めていく。

特記事項
・現在の委託業務としては、道路清掃及び除草、市内各所における施設の法定点検や道路照明の維持管
理を行っており、直営作業については、道路補修全般に係る小規模な補修または緊急を要する応急作業等
を行っている。

一次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策

現状のまま継続 限られた予算の中、効率的に補修を行っていくことと、財源の確保に努める。

一次評価結果
・委託の拡大も含め、より一層の効率化実現の可能性があるのでは
・通報体制の見直しとして、ＯＢや郵政公社などの活用を図ってはどうか


